
2024令和6年8月28日（水）時点

調査概要

（１）調査内容 ： ❶会員ニーズ調査（当所事業に対する会員ニーズを調査）

❷ＳＤＧｓ実態調査（会員のＳＤＧｓに対する調査）

❸デジタル化・ＤＸ実態調査（会員のデジタル化・ＤＸに対する調査）

（２）調査対象 ： 当所の全会員2,633事業所（令和6年5月末時点）

（３）調査方法 ： 令和6年度事業所調査に同封（全会員に送付）

（４）調査期間 ： 令和6年6月18日(火)～7月9日(火)

（５）回答数 ： 1,129事業所／2,633事業所　→　回答率42.9％（目標30％）（昨年42.4％）

　　＜回答方法＞ ①用紙を返送　 　　764事業所（67.7％）（昨年91.4％）

　　　　　　　　 ②Googleフォーム　 365事業所（32.3％）（昨年 8.6％）

＜回答事業所の属性＞

従業員数 対象 回答数 回答率 構成比

①0人(代表者のみ) 217 81 37.3% 7.2%

②5人以下 1,036 338 32.6% 29.9%

③6～20人 810 364 44.9% 32.2%

④21～50人 336 164 48.8% 14.5%

⑤51～100人 115 67 58.3% 5.9%

⑥101～300人 84 49 58.3% 4.3%

⑦301人以上 35 24 68.6% 2.1%

無回答 － 42 － 3.7%

合計 2,633 1,129 42.9% 100.0%

業種 対象 回答数 回答率 構成比

①製造業 497 207 41.6% 18.3%

②建設業 480 216 45.0% 19.1%

③運輸業 49 26 53.1% 2.3%

④卸売業 352 111 31.5% 9.8%

⑤小売業 189 94 49.7% 8.3%

⑥金融・保険業 59 30 50.8% 2.7%

⑦不動産業 66 25 37.9% 2.2%

⑧宿泊業 11 5 45.5% 0.4%

⑨飲食業 212 55 25.9% 4.9%

⑩情報・通信業 80 30 37.5% 2.7%

⑪サービス業 527 157 29.8% 13.9%

⑫その他 111 72 64.9% 6.4%

無回答 － 101 － 8.9%

合計 2,633 1,129 42.9% 100.0%
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１．商工会議所の事業活動・会員サービスに関する情報入手先について（広報について）

　情報入手先については、会報が86.1％で１番、メールが49.8%に大幅増、LINEが新たに加わった。

　メールによる情報入手の割合が、メール配信（R5年4月開始）から１年が経過し、大きく増加した。

（１）当所の事業・サービスの情報入手の方法【複数回答】

項目 回答数 選択率 昨年

①会報やＤＭ 972 86.1% 80.1%

②メール 562 49.8% 30.7%

③ホームページ 170 15.1% 11.4%

④ＬＩＮＥ（毎週水曜配信） 88 7.8% －

⑤会員 62 5.5% 9.6%

⑥役員・議員 60 5.3% 5.2%

⑦職員 45 4.0% 9.7%

⑧その他 2 0.2% 0.6%

無回答 13 1.2% 2.1%

回答累計 1,974 －

（２）会報はどのくらい読まれていますか【該当１つを回答】

項目 回答数 構成比 昨年

①毎月読む 639 56.6% 56.4%

②時々読む 374 33.1% 34.7%

③ほとんど読んでいない 86 7.6% 7.5%

④まったく読んでいない 21 1.9% 0.8%

無回答 9 0.8% 0.5%

合計 1,129 100.0% 100.0%

（３）ホームページは見たことがありますか【該当１つを回答】

項目 回答数 構成比 昨年

①よく見る 36 3.2% 2.4%

②時々見る 343 30.4% 31.6%

③ほとんど見ていない 562 49.8% 47.2%

④まったく見ていない 182 16.1% 17.9%

無回答 6 0.5% 0.9%

合計 1,129 100.0% 100.0%

（４）メール（毎週木曜日に配信）は見たことがありますか【該当１つを回答】

項目 回答数 構成比 昨年

①毎回見る 393 34.8% 31.8%

②時々見る 369 32.7% 30.7%

③ほとんど見ていない 222 19.7% 21.8%

④まったく見ていない 134 11.9% 13.8%

無回答 11 1.0% 1.8%

合計 1,129 100.0% 100.0%
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【要望活動】は「知らない」が26％と多かったが、「期待」も12％と多かった。

【経営相談】は補助金申請は利用も期待も高かった。事業承継は認知しているが利用が少なかった。

【ビジネス支援】はポキパスを「利用した」「知っている」が89％を占め、認知が高い結果を得た。

【雇用・人材】はセミナー利用の割合は大きかったが、学校と企業の懇談会は「知らない」が多かった。

【交流】は全体的に認知も利用も高い結果を得た。ブロック交流会の認知が昨年60％から84％に増加した。

【会員サービス】は情報便を「利用したことがある」に回答が、昨年7.5％から12.4％に増加した。

【地域振興】は平和祭と雪しか祭りともに「知っているが利用したことが無い」が60％以上であった。

【情報発信事業】は景況調査を「知らない」が12％あり、情報が満足にが届いていない結果を得た。

要望活動

経営相談

交流

２．商工会議所の事業活動への認知と期待について
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３．今後の経営で特に重視すること【複数選択可】

　「新たな人材の確保」「雇用維持・人材育成」といった労働力に関する項目が半数近くを占めている。

４．貴社の外国人労働者の活用について

　人材の過不足状況は53.3％が「不足」と回答。その内の29％（177事業所）が外国人労働者について

　「採用したい（既に採用含む）」と回答し、種別では「技能実習生」が一番多かった。

（２）外国人労働者の活用について、どのような

　　　考えを持っていますか【該当１つを回答】

（３）採用したい・採用している外国人労働者の種別（(2)で①③④を選んだ方）【複数回答】

③
既
に
採
用

（

現
状
維
持
）

④
既
に
採
用

（

一
層
拡
大
）

①
採
用

　
 
し
た
い

合
計

23 10 54 87

11 11 39 61

12 9 36 57

5 5 24 34

11 5 18 34

2 0 16 18

54 23 100 177

（１）人材の過不足状況をお選びください

　　　　　　　　　　　　【該当１つを回答】

　技能実習生

　特定技能外国人

回答事業所数

作業をしてもらう人
（作業を通じて技能を教育）

特定分野の技能試験に合格し
ており即戦力が期待できる人

経営・管理者、専門職
として長期雇用する人

留学生のアルバイト

定住者（日系人）・
永住者・日本人の配偶者

　高度外国人材

　留学生

　定住者

　よくわからない
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④新規取引先の開拓

⑤働き方改革

⑥ＤＸ：ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ（生産性向上）

⑦新事業・新分野への取り組み

⑧健康経営

⑨事業承継

⑩省力化・省人化への投資

⑪コロナ融資の返済

⑫ＳＤＧｓの取り組み推進

⑬環境問題への配慮

⑭その他
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①採用したい 100 

9%

②採用する気はない 819 

72%

③既に採用（現

状維持）54 

5%

④既に採用（一層

拡大したい） 23 

2%

無回答 133 

12%①ほぼ全年齢で人

手不足 143 12.7%

②20～30代で不足 413 

36.6%

③40～50代で不足 45 

4.0%

④適正人員 391 

34.6%

⑤過剰 10 

0.9%

無回答 127 11.2%
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■昨年
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■採用したい
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５．商工会議所で取り組んで欲しい事業や分野、その他自由意見

1. 人材育成・確保 (12)

外国人労働者の採用・教育支援 (4）　例：言語の壁がある、外国人の有資格は難しい、社内教育に課題

人材不足対策 (3）　例：安価に取り組めるAI導入、長岡市独自の人材確保対策

人材育成・教育機会の提供 (セミナー、講座) (3）　例：接客・対話の技術向上

Uターン・Iターンによる人材確保の促進 (2）

2. 地域活性化・課題解決 (11)

地域独自イベントの開発・支援 (3）　例：ラーメン選手権、地域の独自イベント、中学部活動の支援

商工会議所主催イベントの地域活性化への貢献 (3）　例：市民が毎年楽しみにするイベント

観光振興とインバウンド政策 (2）　例：長岡市政へ意見を多々発信すべき

空き家・休耕地の有効活用 (2）
旧町村地域の活性化対策 (1）

3. ビジネスマッチング（9）

ビジネスマッチングの場の提供 (7）　例：ビジネスマッチングの復活、関東企業とのマッチング

商工会議所会員のビジネスマッチング (2）　例：商工会議所のネットワーキングイベント

4. DX・IT・デジタル化 (8)

IT化・DX化のための支援 (6）　例：伝統産業（ものづくり）に特化したIT化・DX化

DXセミナーの開催、IT・デジタル化の促進 (2）　例：最新AIセミナー、中小企業向けの独自事業

5. 教育・研修（8）

動画配信（公開）によるセミナー参加機会の提供 (4）
SNS活用や人材採用などの勉強会開催 (3）
企業内研修用の教材貸出 (1）

6. 補助金・助成金 (6)

各種補助金の紹介・申請支援 (5）　例：プッシュ型支援をお願いしたい

展示会出展費用の補助金 (1）

7. その他の経営支援、意見・要望、ほか（22）

新規事業へのアドバイスと支援 (4）
起業志望者支援 (2）
電子決済・ネットバンキングの移行支援 (2） 例：今後の決済の方向性について他企業の考えを知りたい

障害者支援制度の充実 (1）
省エネ、環境適合 (2）　例：環境分野に対する支援を希望

市政や公共事業に対する意見 (2）　例：花火館は失敗である、観光地として誘客できる仕組みづくり

その他、意見や要望 (5）　例：時期に応じた情報発信、訪問活動を多く実施して欲しい、景気対策

商工会議所の対応や情報提供に対する感謝 (4）

本設問の全回答の「ワードクラウド」
「ワードクラウド」… 対象となるデータの中の単語を出現頻度
　　　　　　 や重要度に合わせて大小をつけて視覚化する手法
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１．ＳＤＧｓについて関心はどのくらいありますか【該当を１つ回答】

　「非常に関心」「やや関心」の回答が昨年の68.2％から59.6％に減少した。

　一方で、「あまり関心ない」「全く関心ない」が昨年27.1％から34.9％に増加した。

　詳細結果では、従業員数が多いほど「関心があり」、少ないほど「関心がない」との結果を得た。

回答数 構成比 昨年

①非常に関心がある 165 15.1% 21.9%

②やや関心がある 486 44.5% 46.3%

③あまり関心がない 319 29.2% 24.3%

④全く関心がない 62 5.7% 2.8%

⑤わからない 52 4.8% 4.5%

⑥その他 8 0.7% 0.3%

合計 1,092 100.0% 100.0%

※無回答 37件を除いた集計

２．ＳＤＧｓの認知度・対応状況はどの段階ですか【該当を１つ回答】

　設問１に関係し、昨年に引き続き「具体的な検討に至っていない」が56.6％を占めた。

　「すでに実施」は昨年と同数になり、実施の有無に差が出た結果となった。

回答数 構成比 昨年

①すでに実施（企業活動を関連付け） 254 24.3% 24.6%

②具体的な検討を進めている 73 7.0% 9.5%

③具体的な検討に至っていない 591 56.3% 55.2%

④言葉は知っているが、内容は知らない 107 10.2% 7.7%

⑤全く知らない（本調査で初めて認識） 14 1.3% 2.2%

⑥その他 10 1.0% 0.8%

合計 1,049 100.0% 100.0%

※無回答 80件を除いた集計

３．（問２で①②を選んだ方）ＳＤＧｓに取り組むまたは検討する目的【該当３つまで回答】

　昨年同様に、社会的責任や対外的なイメージに関わる①②③を回答する企業が多く見られた。

　具体的な取り組みメリットである④～⑩の回答は少なく、昨年より減少した項目もあった。

回答数 選択率 昨年

①企業としての責任 236 72.2% 78.0%

②企業の持続的な発展・存続 193 59.0% 63.9%

③企業イメージの向上 161 49.2% 43.4%

④売上高・利益の増加 36 11.0% 9.6%

⑤人材の採用・確保ため 31 9.5% 14.5%

⑥従業員のモチベーション向上 30 9.2% 13.0%

⑦取引先などからの要請 15 4.6% 3.6%

⑧取引先などとの連携強化 14 4.3% 7.8%

⑨取引先の新規開拓のため 12 3.7% 1.8%

⑩新事業や新製(商)品の開発促進 11 3.4% 6.3%

⑪その他 11 3.4% 2.4%

無回答 4 1.2% －

回答累計 754 － －

対象の回答事業者数 327

①非常に関心がある

15%

②やや関心がある

44%

③あまり関心がない,29%

④全く関心がない

6%

⑤わからない 5% ⑥その他 1%

①すでに実施（企業

活動を関連付け）

24.3%

②具体的な検討を進

めている

7.0%

③具体的な検討に至っていない

56.3%

④言葉は知っている

が、内容は知らない

10.2%

⑤全く知らない 1.3%
⑥その他

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

■今年

■昨年
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４．（問２で③④⑤⑥を選んだ方）取り組むうえでの課題や取り組まない理由【該当３つまで回答】

　昨年同様に「人員や時間の不足」「知識・ノウハウの不足」の回答が多くを占めた。

　「意義やメリットがわかりづらい」とする回答が増加し、ここが明確化できなければ、

　企業がＳＤＧｓに人と時間を割くことが難しいと想定される結果を得た。

回答数 選択率 昨年

266 36.8% 40.7%

242 33.5% 39.0%

225 31.2% 25.7%

182 25.2% 27.1%

112 15.5% 20.3%

92 12.7% 4.0%

86 11.9% 13.0%

61 8.4% 10.2%

50 6.9% －

12 1.7% 3.5%

11 1.5% 2.1%

25 3.5% －

1,364 － －

対象の回答事業者数 722

５．取り組むうえで必要・有効だと思う支援策【該当３つまで回答】

　昨年と比べて全体的に回答数が減少した。

　特に「理解促進のための情報提供」「補助金・助成金制度」は大幅に減少した。

回答数 選択率 昨年

371 32.9% 44.0%

356 31.5% 40.0%

245 21.7% 15.5%

200 17.7% 22.2%

137 12.1% 14.4%

128 11.3% 15.7%

113 10.0% 14.2%

100 8.9% 6.2%

18 1.6% 1.4%

148 13.1% －

1,816 － －

#####

無回答

①取り組む人員や時間が不足

②知識や取り組むノウハウが不足

③意義やメリットがわかりづらい

④社内のSDGsへの理解が不十分

⑤成果を測定する基準がわからない

⑥特に課題はない

⑦取り組むための資金が十分でない

⑧SDGsの社会的認知度が不十分

⑨先行事例、成功事例などがない

⑩相談できる場所がわからない

⑪その他

回答累計

回答累計

⑦取り組み企業への自治体等の認証制度

⑧ＳＤＧｓをテーマにしたビジネスマッチング

⑨その他

無回答

①取り組むための補助金・助成金制度

②理解促進の情報提供（セミナー・チラシ）

③特に必要・有効な支援策はない

④取り組み企業のＰＲ・情報発信支援

⑤専門家による個別支援

⑥取り組み企業を優遇した融資制度

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

■今年

■昨年

■今年

■昨年
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６．１７分野のゴールについて、行っている（もしくは類似の）取組み【複数選択可】

　昨年と大きな差異はなく、「健康と福祉の提供」が最も多く62.4％、次いで「働きがいと経済成長実現」

　が54.0％、「エネルギーの有効活用」が51.0％と続き、企業活動に直結する回答が上位を占めた。

回答数 選択率 昨年

464 62.4% 65.3%

401 54.0% 52.6%

379 51.0% 53.3%

305 41.0% 37.0%

251 33.8% 34.1%

172 23.1% 25.3%

143 19.2% 21.8%

118 15.9% 16.5%

115 15.5% 16.6%

114 15.3% 17.0%

103 13.9% 15.6%

100 13.5% 16.9%

99 13.3% 15.6%

99 13.3% 14.0%

96 12.9% 13.6%

92 12.4% 10.4%

69 9.3% 18.6%

回答累計 3,120 － －

対象の回答事業者数 743

７．ＳＤＧｓに関して相談を希望しますか（最初は職員が訪問ヒアリング）

「希望する」に☑が入った回答数 14

　　【内訳】

　　　・何をすればいいか、事例、メリットを教えて欲しい。 3
　　　・取引企業からの要請対応にあたり、国の支援を要望して欲しい。 1
　　　・特段何ということではない。引き続き情報提供を希望。 10

８．具体的な取り組み内容や課題、得られた効果【自由記入】

1. 環境保全およびエネルギー問題への取組み（40）
エネルギー効率化（15）　例: LED照明の導入、ハイブリッド車の採用、エアコンの効率的な使用など。

再生可能エネルギー（10）　例: 太陽光発電設備の導入、再生可能エネルギーの利用促進など。

資源リサイクル（10）　例: 資源リサイクル、廃棄物の削減、リユース活動など。

その他の環境保全活動（5）　例: カーボンオフセット活動、地域の環境保全活動への参加など。

2. 社会貢献および地域活動（30）
地域貢献活動（15）　例: 地域清掃活動、景観形成のための講演会、除雪対応など。

社会福祉（10）　例: 障がい者支援プログラム、子供食堂への寄付、健康増進活動など。

文化および教育活動（5）　例: 地域文化の発信、教育プログラムの提供、子供向け金融経済教室の開催など。

3. 従業員の健康促進および働きやすさの向上（25）
健康促進（10）　例: 定期的な健康診断、ラジオ体操の実施、健康食材の提供など。

働き方改革（10）　例: ノー残業デーの実施、女性社員の登用、テレワークの推奨など。

従業員満足度の向上（5）　例: 社員食堂の改善、キャリアアップ支援、社内研修制度の整備など。

4. 企業の経営および技術革新（10）
経営改善（5）　例: 経営理念とSDGsの連携、ワークライフバランスの実現など。

技術革新（5）　例: ICTやIOTを利用した生産性向上、新エネルギー技術の導入など。

5. 課題に関する声（7）
SDGsの効果に関する懸念（5）　例: 効果が見えにくい、または評価が困難であるという意見。

SDGsの導入に対する疑問（2）　例: 欧米からの考え方を無理に取り入れる必要性に疑問を感じる声。

№10 人や国の不平等撲滅

№ 3 健康と福祉の提供

№ 8 働きがいと経済成長実現

№ 7 エネルギーの有効活用

№ 5 ジェンダーフリー

№ 4 質の高い教育の提供

№17 ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟで目標達成

№ 1 貧困撲滅

№11 住み続けられるまちづくり

№12 つくる責任・つかう責任

№15 陸の豊かさ

№ 6 安全な水と衛生確保

№ 9 産業と技術革新の基盤作り

№13 気候変動対策

№ 2 飢餓撲滅

№14 海の豊かさ

№16 平和と公正

0% 20% 40% 60% 80%

■今年

■昨年
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１．デジタル化・ＤＸの状況はどの段階ですか【該当を１つ回答】

　段階１「アナログ」と段階２「電子化」で66.8％という回答があり、まだデジタル初期段階の事業者

　が多くを占める結果を得た。従業員数が多いほどデジタル化が進み、少ないほど進んでいない結果

　であった。段階４「ＤＸ」は回答全体の2.7％（30社）であった。

回答数 構成比

246 21.8%

508 45.0%

242 21.4%

30 2.7%

103 9.1%

1,129 100.0%

２．（問１で段階２,３,４を選んだ方）取り組むまたは検討する目的【該当３つまで回答】

　「人手不足への対応」が53.7％と突出して多く、次いで「売上高・利益の増加」が36.9％、

　「働き方改革への対応」が32.3％を占め、いずれも時短や効率化に関連する回答であった。

回答数 選択率

419 53.7%

288 36.9%

252 32.3%

160 20.5%

149 19.1%

93 11.9%

79 10.1%

46 5.9%

41 5.3%

32 4.1%

33 4.2%

1,592 －

対象の回答事業者数 780

段階１「アナログ」

段階２「電子化」

段階３「デジタル化」

段階４「ＤＸ」

無回答

回答累計

合計

①人手不足対応・プロセス効率化

②売上高・利益の増加を図る

③働き方改革への対応

④経営戦略と合致させる

⑩その他

無回答

⑤取引先などから要請

⑥従業員のモチベーション向上

⑦企業イメージの向上を図る

⑧取引先の新規開拓

⑨新事業や新製品の開発を促進

段階１「アナログ」

22%

段階２「電子化」

45%

段階３「デジタル化」

21%

段階４「ＤＸ」

3%

無回答

9%

32.1%

31.7%

17.0%

17.1%

13.4%

8.2%

4.2%

21.4%

32.1%

45.6%

54.7%

43.3%

38.8%

24.5%

25.0%

33.3%

21.0%

10.9%

18.1%

33.5%

43.3%

46.9%

41.7%

11.9%

2.5%

1.5%

1.6%

3.0%

14.3%

20.8%

12.3%

10.4%

8.5%

3.0%

4.5%

6.1%

8.3%

33.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

①0人(代表者のみ)

②5人以下

③6～20人

④21～50人

⑤51～100人

⑥101～300人

⑦301人以上

無回答

従業員数別のデジタル化・ＤＸの段階

段階１「アナログ」 段階２「電子化」 段階３「デジタル」 段階４「ＤＸ」 無回答

0% 20% 40% 60%

アナログ段階
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３．（問１で段階２,３,４を選んだ方）取り組み内容や得られた効果【自由記入】

1. 業務効率化・システム導入（48）

生産・在庫管理（13件）　例：工数の効率化、ミス削減、生産履歴解析、現場の見える化

勤怠管理システム（11件）　例：残業や有休取得の把握、明細の電子化、シフト管理

会計・経理システム（10件）　例：効率化、帳簿連携、見積書・契約書・請求書の電子化、稟議の電子化

その他業務システム（14件）　例：受発注管理システム、仕入・売上管理ソフト

2. 電子化・ペーパーレス化（22）

電子カルテ、会議資料・議事録の紙を廃止、稟議の電子化、図面をデジタル化、メール導入、

電子カルテ（1件）カタログを電子化、請求書の電子化、ＰＤＦ化の促進、各種申請の電子化、紙書類の電子保存化

3. オンライン会議・リモートワーク（20）

オンライン会議ツールの導入（15件）　例：会議、商談、交通費削減、時間効率化、物件案内

リモートワークの推進（5件）　例：在宅ワーク推進、出張対応（タブレット支給）、クラウドサーバー導入

4. コミュニケーションツールの導入（19）

LINE WORKS関連（8）　例：職員間の連絡・報告・情報共有、コミュニティづくり、見積書のやり取り

Microsoft Teams関連（5）　例：情報共有、オンライン会議

その他ツール（6）　例：グループウェア、タスク管理ツール、社内LAN、社内と業者間の共有アプリ

5. AI・RPAの活用（8）

与信判断、定例業務の効率化、データ分析と予測　

6. 特定の効果・事例（10）

メニューのタッチパネル化、ネットショップ、デジタル化で負担軽減

7. 効果が不明・実施していない（12）

これから取り組む予定、まだ成果が得られない、評価できる段階にない

8. その他の意見や感想（145）

本社で対応している、対人のデジタル化に効果があった、他のことに費やす時間が増やせた、

通常の業務に支障のない範囲で利用できることをする、新たな部署ができた、紙、インクなどの経費削減、

デジタル化・ＤＸは必要とは限らない、アナログで十分、年齢の高い職員の理解促進に苦労、

特にない（多数）

本設問の全回答の「ワードクラウド」
「ワードクラウド」… 対象となるデータの中の単語を出現頻度
　　　　　　 や重要度に合わせて大小をつけて視覚化する手法
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４．取り組むうえでの課題、または取り組まない理由【該当３つまで回答】

　「知識・情報不足」36.2％、「人材がいない」28.9％、「取り組むための資金が不足」16.5％は、

　デジタル化を進める上で事業者が直面する内部的な障壁であり、取り組もうにも取り組めない事業者

　が多い現状が伺える結果であった。

回答数 選択率

409 36.2%

326 28.9%

186 16.5%

163 14.4%

117 10.4%

115 10.2%

112 9.9%

71 6.3%

41 3.6%

229 20.3%

回答累積 1,769 －

1,129

５．デジタル化・ＤＸに関して商工会議所に求める支援策【該当３つまで回答】

　設問４の上位回答に関連して、「補助金・助成金の紹介、支援」36.2％、次いで「情報提供」28.9％、

　「個別支援」16.5％という結果であった。

回答数 選択率

409 36.2%

326 28.9%

186 16.5%

117 10.4%

115 10.2%

112 9.9%

71 6.3%

229 20.3%

回答累積 1,565 －

1,129

６．デジタル化・ＤＸに関して相談を希望しますか（最初は職員が訪問ヒアリング）

「希望する」に☑が入った回答数 31

　　【内訳】

　　　・アナログ業務のデジタル化について指導して欲しい。 4
　　　・デジタル化を進めている中で、他に何ができるか指導して欲しい。 4
　　　・メインシステムについて相談したい。 2
　　　・自社のデジタル化の進捗状況を客観的に確認したい。 2
　　　・セキュリティについて相談したい。 1
　　　・デジタルを活用した新事業展開について相談したい。 1
　　　・特段何ということではない。引き続き情報提供を希望。 18

対象の回答事業者数

対象の回答事業者数

⑦その他

無回答

①取り組むための補助金・助成金紹介、支援

②理解促進のための情報提供（セミナーなど）

③デジタル化・ＤＸへ向けた個別支援

④同様の取り組みを行う事業者との連携構築

⑤取り組んでいる企業への自治体等の認証制度

⑥企業の取り組み事例の紹介

⑦取り組む必要性を感じない

⑧社内の雰囲気に抵抗感

⑨その他

無回答

①知識・情報不足

②進める人材がいない

③取り組むための資金が不足

④特に課題はない

⑤セキュリティ上の不安

⑥何から進めたらいいか分からない

0% 10% 20% 30% 40%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%
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